
日本人の食の変化① 食の外部化率の増加



日本人の食の変化② 進む孤食化



日本人の食の変化③ 栄養の偏り



日本人の食の現状① 栄養の偏り



日本人の食の現状② 不規則な食事



日本人の食の現状③ 肥満



日本人の食の現状⑤ 生活習慣病



○食育基本法

2005年 ４月１９日 衆議院本会議で可決

６月１０日 参議院本会議で可決・成立

６月１７日 公布（平成17年法律第63号）

７月１５日 施行

食育基本法①

○「食育」に基本理念と法的根拠を付与

・食育は、生きる上での基本であって、教育の三本の柱である知育、徳育、体育
の基礎となるべきものと位置付けられる

・様々な経験を通じて、「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食
生活を実施することができる人間を育てるものとして食育の推進が求められる

・食育の推進に当たっては、健全な食生活の実践としての単なる食生活の改善に
とどまらず、食に関する感謝の念と理解を深めることや、伝統のある優れた食文
化の継承、地域の特性を生かした食生活に配慮すること等が求められている



（1）食育の推進について、国、地方公共団体、教育関係者、農林漁業関係者、食品関連事業者、
国民等の責務

２．関係者の責務（第９条～１５条）

（2）政府は、毎年、食育の推進に関して講じた施策に関し、国会に報告書を提出

３．食育推進基本計画の作成（第１６条～１８条）
（1）食育推進会議は、食育推進基本計画を作成
（2）都道府県は都道府県食育推進計画、市町村は市町村食育推進計画を作成

４．基本的施策（第１９～２５条）
①家庭における食育の推進
②学校、保育所等における食育の推進
③地域における食生活の改善のための取組の推進
④食育推進運動の展開
⑤生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等
⑥食文化の継承のための活動への支援等
⑦食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推進

５．食育推進会議（第２６～３３条）

（1）内閣府に食育推進会議（会長：内閣総理大臣）の設置

（2）都道府県に都道府県食育推進会議、市町村に市町村食育推進会議の設置

１．目的（第１条）

国民が健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむ食育を推進するため、施策を総合的かつ計
画的に推進する

食育基本法②



第４第４ 食育の推進に関する施策を総合的か食育の推進に関する施策を総合的か
つ計画的に推進するために必要な事項つ計画的に推進するために必要な事項

①

第１第１ 食育の推進に関する施策についての基本的な方針食育の推進に関する施策についての基本的な方針

１．国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成

２．食に関する感謝の念と理解

３．食育推進運動の展開

４．子どもの食育における保護者、教育関係者等の役割

５．食に関する体験活動と食育推進活動の実践

６．伝統的な食文化、環境と調和した生産等への配意及び

農山漁村の活性化と食料自給率の向上への貢献

７．食品の安全性の確保等における食育の役割

計画期間は平成１８年度から２２年度までの５年間

１．食育に関心を持っている国民の割合(70%→90%)

２．朝食を欠食する国民の割合

(子ども4%→0%､20代男性30%→15%､その他)

３．学校給食における地場産物を使用する割合(21%→30%)

４．「食事バランスガイド」等を参考に食生活を送ってい

る国民の割合(60%)

５．内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）を認知

している国民の割合(80%)

６．食育の推進に関わるボランティアの数(20%増)

７．教育ファームの取組がなされている市町村の割合(42％

→60％)

８．食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国民

の割合(60%)

９．推進計画を作成・実施している自治体の割合

(都道府県100%､市町村50%)

第２第２ 食育の推進の目標に関する事項食育の推進の目標に関する事項

第３第３ 食育の総合的な促進に関する事項食育の総合的な促進に関する事項

１．家庭における食育の推進

２．学校、保育所等における食育の推進

３．地域における食生活の改善のための取組の推進

４．食育推進運動の展開

（食育月間（毎年６月）、食育の日（毎月19日））

５．生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた

農林漁業の活性化等

６．食文化の継承のための活動への支援等

７．食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研

究、情報の提供及び国際交流の推進

都道府県等による推進計画の策定促進、基本計画の見直し
等

食育推進基本計画（2006年3月31日 食育推進会議決定）



開会式 標語の表彰

展示会場 表彰を受けた標語
【子ども向けの部】
最優秀賞
「いただきます
みんなでたべたら おいしいね」
日髙 健仁 くん
(長崎県対馬市親愛保育園 ５

歳）
優秀賞
「食のこと
もっと知りたい 学びたい」
佐藤 隆貴 さん（福島県）

優秀賞
「朝食は 今日が始まる 出発点」
鈴木 涼平 さん
(愛知県豊田市竜神中学３年生）

【一般向けの部】

最優秀賞
「健康は 日々の食事の 積み重ね」
内田 和子 さん（神奈川県）

優秀賞
「伝えよう 食べる喜び 大切さ」
冨岡 千草 さん（埼玉県）

第１回食育推進全国大会（2006年6月24日 内閣府・大阪府主催）

第2回大会は
2007年6月9日、10日に

内閣府・福井県主催で開催予定



○「早寝早起き朝ごはん」国民運動を展開するなど生活リズムの向上への取組

○ 望ましい食習慣や知識の習得のための「家庭教育手帳」、「家庭教育ノート」の配布等

○「妊産婦のための食生活指針」等を活用した栄養指導の充実 等

 

家庭での食育の推進



○ 栄養教諭の早期の全都道府県配置を目指した指導体制の充実

○ 地場産物の活用、米飯給食普及など学校給食の充実

○「保育所における食育に関する指針」の周知など保育所での取組の推進 等

学校・保育所での食育の推進



○「食生活指針」や「食事バランスガイド」の活用の促進

○ 管理栄養士や栄養士、専門調理師や調理師などの専門的知識を有する人材の養成・活用の推進

○「健康日本２１」による施策や医学教育等における取組の推進 等

地域での食育の推進



食事バランスガイド



○グリーンツーリズムや滞在型市民農園等を通じた都市と農山漁村の共生・対流を促進

○子どもを中心とした農林漁業体験活動を促進

○バイオマス利用と食品リサイクルを推進 等

生産者と消費者の交流、環境との調和



○ ボランティアによる郷土料理の体験活動を促進

○ 専門調理師の調理技術を活用した料理教室等の食文化継承に関する取組

○「知的財産推進計画2006」における日本ブランド戦略としての「豊かな食文化の醸成」への取組

食文化の継承



○リスクコミュニケーション

○食品の表示等食品情報に関する制度の普及啓発

○海外への広報活動、食糧支援の実施等の食育の海外展開、国際的な情報交換等の推進

食品の安全性に関する情報提供



食育推進の重要な役割
－ 食品製造業・加工業・流通業・小売業・外食産業 等の食品関連事業者の取組
－ 外食・中食の依存度の増加、消費者との多くの接点 → 食育推進に占める役割は大きい
－ ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動の一環として位置付けている企業、販売戦略の一環として位置

付けている企業等、様々な観点から

具体的な取組
－ 様々な体験活動の機会の提供

生産ライン・店舗の見学、製造・調理体験、料理教室の開催、出前授業 等
－ 健康に配慮した商品・メニューの提供

ヘルシーメニューの提供、栄養成分表示の推進
－ 食に関する情報や知識の提供

インターネット上で食育に関する情報を発信
－ 「食事バランスガイド」の普及・活用

自社製品への記載、「主食」「副食」「主菜」をそれぞれ１サービングずつ摂取できる商品の開発

食事バランスガイドを表示した弁当

産業界による食育の推進



各自治体においても、栄養士会、関係団体、商店街、飲食店等と協力した取組

－ 東京都港区 「元気 食 ＭＩＮＡＴＯ」事業

推奨健康メニュー（野菜たっぷりメニュー、バランスメニュー等）、健康サービス（半量サイズ

の選択、ソースやドレッシングの別添え等）、健康空間（受動喫煙防止対策）の全てを提供して

いる飲食店を登録

「元気 MINATO」ガイドライン（港区」

自治体と産業界の連携



食や生活をめぐる意識の変化① LOHAS

LOHAS（Lifestyles Of Health And Sustainability）
2000年にアメリカで発売された書籍『The Cultural Creatives ~ How 50 Million 

People Are Changing The World』において、社会学者ポール・レイ氏と、心理学
者のシェリー・アンダーソン氏が、全米の成人15万人を対象に15年にわたって実
施した価値観調査の結果として、ロハスの存在を報告している。
「Lohas Club」では、『地球環境保護と健康な生活を最優先し、人類と地球が

共栄共存できる持続可能なライフスタイルと、それを望む人たちの総称』と定義し
ている。

LOHASの6つのキーワード
健康的な暮らし

人の暮らしは「食べる」「動く」「考える」「眠る」といった活動の繰り返し。その循環が健康的であることがロハ
スの基本です。まずは自分にとって快適な、健康的な暮らしの要素について、考えることから始めましょう。

自然環境への配慮
暮らしが健康的であると同時に、暮らしを取り巻く自然環境もまた健康であることが、ロハスの実現には不可欠です。
暮らしを犠牲にするのではなく、日々無理なくできる自然環境への貢献とは何かを考え、実行してみましょう。

五感を磨く
ロハスの在り方は、人それぞれ。自分の判断で、自分にとって必要なもの、そうでないものを選択することが求めら
れます。情報や数値による判断だけでなく、自分自身の感覚でほんものを見つけることがロハスには不可欠です。

古いものと新しいもの
最先端の技術と、伝統的な知恵。新しい発想と、古くからの習慣。どちらかひとつではなく、新旧それぞれの良いと
ころ、必要なものをバランスよく選びとること。それを自分の暮らしに取り込む方法を見つけましょう。

つながりを意識する
社会も環境も、自分の足元から地続きでつながっています。食べたものはどこから来たのか。捨てたゴミはどこへ行
くのか。買ったり使ったりすると、地球にどんな影響を及ぼすのか。その先に何があるのかをイメージしましょう。

持続可能な経済
ロハスは都市生活や消費活動を否定しません。便利で楽しい、ハイセンスでカッコいい、そんなモノやサービスに
よって、人にも環境にもやさしい持続可能な経済システムをつくる。ロハスは経済から、社会の在り方を変えていき
ます。

Lohas Clubホームページなどより作成



食や生活をめぐる意識の変化② スローフード

スローフード（Slow Food）
1986年に、イタリア北部ピエモンテ州のブラの町で『ゴーラ』という食文化

雑誌の編集者だったカルロ・ペトリーニがファーストフードが中心となる食生

活への危機感から、自分たちの食を見直し、守るために結成した「国際スロー

フード協会」の活動。

1996年のスローフード法令により、具体的な活動についての下記の3つの指針を示している。
守る：消えてゆく恐れのある伝統的な食材や料理、質のよい食品、ワイン（酒）を守る。

教える：子供たちを含め、消費者に味の教育を進める。

支える：質のよい素材を提供する小生産者を守る。

その後、伝統の食事、素朴でしっかりとした食材、有機農業の推進などの概念を包含しつつ、世界各

国に７万人を超える会員を集めるなど、広がりを見せている。

日本にも2004年に「スローフードジャパン」という協会の下部組織が設立された。
主な活動として、各地で伝統野菜などの種を保存したり、自家採種する活動、伝統的な料理法の伝承、

子どもたちに対する「食育」活動など、多彩な活動が展開されている。

また、「味の方舟」プロジェクトとして、滅亡の危機にさらされている食材や、地域と密接につな

がった伝統的な手法で作られている加工食品などを登録し、保護するという活動も進めている。

イタリア ブラの町

スローフードジャパン
ホームページなどより作成



○ 世界の人口は、２０００年には６１億人であり、今後ともアジア、アフリカの開発途上国を中心に大幅な人口増加が見込ま
れる。

○ 世界の栄養不足人口は、２００１～２００３年の平均で、８．５億人に上っている。

世界の人口と将来予測世界の人口と将来予測世界の人口と将来予測 世界の栄養不足人口（2001-2003年現在の推計値）世界の栄養不足人口（世界の栄養不足人口（20020011--20020033年現在の推計値）年現在の推計値）

資料：国連〝World Population Prospects: The 2006 Revision〝

（百万人）
（億人）

資料：FAO ”The State of Food Insecurity in the World 2006”

ラテンアメリカ
・カリブ海

52

近東・北アフリカ 38

市場経済移行国 25 先進国

9

インド
212

中国
150

その他アジア
・太平洋

162

サハラ以南の
アフリカ

206

合計
854

百万人

1980年 2000年 2020年 2050年 2050/2000

世界全体 44.5 61.2 76.7 91.9 150%

先進国 10.8 11.9 12.5 12.5 105%

開発途上国 33.7 49.3 64.1 79.5 161%

アジア 26.3 37.0 46.0 52.7 142%

アフリカ 4.8 8.2 12.7 20.0 244%

ヨーロッパ 6.9 7.3 7.2 6.6 90%

中南米 3.6 5.2 6.6 7.7 148%

北米 2.6 3.2 3.8 4.5 141%

オセアニア 0.2 0.3 0.4 0.5 167%

食の安全保障① 世界の人口



食の安全保障② ＢＲＩＣｓの成長

世界の貿易（輸出額）の推移世界の貿易（輸出額）の推移世界の貿易（輸出額）の推移 主要国の実質ＧＤＰ成長率の推移主要国の実質ＧＤＰ成長率の推移

○ 財、人、資本、情報が地球規模で動くグローバル化が進展している。
○ 世界経済は、開発途上国を中心に成長を続けており、今後、とりわけＢＲＩＣｓと呼ばれるブラジル、ロシア、インド、中国

が経済的な面で大きな存在になると見込まれている。
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資料：（財）国際貿易投資研究所
（原資料：IMF：International Financial Statistics（2005年2月号））

(10億ドル)

資料：ＩＭＦ:World Economic Outlook, April 2005 
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ロシア … 10.0 4.7 7.1

インド 5.9 4.7 4.4 7.3

中国 10.0 8.0 8.3 9.5
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開発途上国

先進国



食の安全保障③ 世界の食料需給
○ 世界的な人口の増加や途上国の経済発展に伴い、食料需要は大幅に増加すると見込まれている。また、畜産物の需

要の増加は、穀物需要をさらに増加させる要因となっている。
○ 世界最大の人口を抱える中国については、経済成長を背景とした食生活の変化に伴い、油糧作物などの輸入を増大さ

せている。
○ このような中で、１人当たり収穫面積の減少、単収の伸びの鈍化等の不安定要因があり、中長期的には世界の食料需

給は逼迫する可能性が指摘されている。

世界の穀物供給量、肉類供給量（2000～2002）世界の穀物供給量、肉類供給量（世界の穀物供給量、肉類供給量（20002000～～20022002））

畜産物１kgの生産に要する飼料穀物の量畜産物１畜産物１kgkgの生産に要するの生産に要する飼料飼料穀物穀物のの量量

鶏卵 鶏肉 豚肉 牛肉
３ｋｇ ４ｋｇ ７ｋｇ １１ｋｇ

資料：中国農業部

20052004200320022001年

▲14.7

286.5

271.8

▲46.4

280.3

233.9

＋25.0

189.3

214.3

＋57.0＋42.4収支

124.5118.3農産物輸入額

181.5160.7農産物輸出額

単位：億ドル

注：トウモロコシ換算

資料：ＦＡＯ〝ＦＡＯＳＴＡＴ〝

中国の農産物貿易動向中国の農産物貿易動向中国の農産物貿易動向

年間１人当たりの穀物供給量(㎏) 年間１人当たりの肉類供給量(㎏)

1970～72＝100 1970～72＝100

世界平均 153 107 39 141

先進国 130 96 78 117

開発途上国 160 109 28 246

アフリカ 143 113 15 108

アジア 167 109 27 313

中国 175 112 51 514



食の安全保障④ 我が国の食料自給
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○ 国内で自給可能な米の消費の減少や、大部分を輸入に依存している飼料穀物や油糧原料を使用する畜産物や油脂の
消費の増大等を背景に、我が国の食料自給率は低下し続けており、主要先進国の中で最低の水準となっている。

主要先進国の食料自給率（カロリーベース）の動向主要先進国の食料自給率（カロリーベース）の動向

資料：農林水産省「食料需給表」、ＦＡＯ“Ｆｏｏｄ Ｂａｌａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔｓ”を基に農林水産省で試算。

我が国の食料自給率の動向我が国の食料自給率の動向我が国の食料自給率の動向
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資料：農林水産省「食料需給表」

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

米

畜産物

油脂類

15kg
4kg

115kg

137kg

61kg

32kg



食の安全保障⑤ 農産物貿易
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○ 我が国の農産物輸入は、米国、中国など上位５カ国で全体の６割強を占めており、特定国への依存度が高い。

○ 一方で、世界的な日本食ブームやアジア諸国の経済発展により、我が国の高品質な農産物を輸出する好機が到来して

いる。農林水産物等の輸出の取組を後押しすることにより、農林水産物等の輸出額を平成２５年までに１兆円規模とする目

標の実現に向け、具体的な取組を加速化することが重要である。

我が国農林水産物の輸出額の最近の推移我が国農林水産物の輸出額の最近の推移

資料：財務省「貿易統計」

我が国の主要農産物の国別輸入割合（平成17年）我が国の主要農産物の国別輸入割合（平成我が国の主要農産物の国別輸入割合（平成1717年）年）

資料：財務省「貿易統計」

小　麦

カナダ

25.2%

米国

54.7%

その他

0.3%

豪州

19.8%

   輸入額
 1,356億

とうもろこし

米国

93.8%

中国

 4.7%

その他

1.7%

  輸入額
2,851億円

牛　肉

ＮＺ

7.2%

豪州

89.8%

その他

3.0%

  輸入額
2,219億円

大　豆

米国

70.8%

その他

17.0%

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ

12.2%   輸入額
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農産物全体

中国
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豪州
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米国
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その他

34.8%
 　 輸入額
4兆7,922億円

注１：農産物については、たばこ、アルコール飲料を、水産物については、真珠をそれ
ぞれ除いた金額（平成13年についてはコメ支援に係るコメの輸出額を除く。）

注２：平成18年の値は、速報値
注３：平成18年の我が国の農林水産物の輸入額は、74,098億円

（たばこ、アルコール飲料、真珠を除く。）
注４：グラフ上の（ ）書は対前年伸び率

(△2.0) (6.9) (9.7) (1.1) (5.9) (12.1) (13.0)

1兆円規模

6,000億円

2,351 2,514 2,759 2,789 2,954 3,311 3,741

(億円）



食の安全保障⑥ FTA・EPA交渉
○ FTA（自由貿易協定）とは、協定構成国間で、物やサービスの貿易自由化を行う協定。EPA（経済連携協定）とは、FTAの

要素に加え、投資の自由化、人的交流の拡大、協力の促進等の幅広い分野を含む協定。

○ 我が国は、WTOの多角的貿易体制を補完するものとして、アジアを中心にFTA・EPA締結を推進している。

○ １９９０年代以降、自由貿易協定の数は急速に増加。協定の内容は物の貿易だけでなく、サービス貿易、投資、人の移動

等を含む包括的なものに変化。

○ 農産物については、関税撤廃の例外品目とするなど柔軟性を持った取扱いが行われることが多い。



食の安全保障⑦ 農林水産分野におけるFTA・EPA交渉


